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2 人 2 人/k㎡ 決算額（千円） 構成比％ 増減率％ 住民１人当たり額（円） 区         分 構成比％ 増減率％

％

令和〇年度普通会計決算状況調書

富 士 見 市

人　　　　　　　　　　口 面　　　　積 19.77 地域手当級地区分５級地１区分 市町村類型Ⅲ－１ 交付税種地区分Ⅱ－９ 歳 入 内 訳 歳　　　　　　　出　　　　　　　内　　　　　　　訳　（目的別）

国 111,859
人 口 密 度

5,658 産　　　　　業　　　　　構　　　　　造 区　　　　　　分 決算額（千円） 住民１人当たり額（円） 一般財源等（千円）

27 108,102 人 27 5,468 人/k㎡ 区　　分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次

103,613 人
議 会 費 230,186地 方 税 15,583,746 38.6

調 増減率 3.5 ％ 人 口 集 中 2 9,971 人

20.4 ％

2,040 230,1370.6 0.9△ 0.9 138,133

38,227 人 地 方 譲 与 税 204,805 0.5 1.9 1,815
総 務 費0.0 △ 16.5 99 4,064,121 10.7 △73.6 36,024 3,488,279基

本
台
帳

04.3.31 112,817 人 地 区 人 口 27 100,262 人 国調 1.4 ％
就
業
人
口

2年 683 人

78.2 ％ 利 子 割 交 付 金 11,111

03.3.31 112,204 人
国調世帯数

2 50,979 世帯 27年 675 人 10,894 人 36,079 人 配 当 割 交 付 金 109,465 0.3 54.9 970 民 生 費
0.3 53.2 1,154

19,432,373 51.1 18.1 172,247 7,896,912
増減率 0.5 ％ 27 47,169 世帯 国調 1.4 ％ 22.9 ％ 75.7 ％ 株式等譲渡所得割交付金 130,129

衛 生 費 2,708,535 7.1 26.2 24,008 2,005,387区　　　　　　　　　　分 令和３年度 令和２年度 区　　　　　　　　分 指　　　　数　　　　等 地 方 消 費 税 交 付 金 2,182,280 5.4 10.3 19,344

歳 入 総 額 Ａ
（千円） （千円）

基 準 財 政 需 要 額 16,820,516 千円
ゴルフ場利用税交付金 2,009 0.0 21.4 18 労 働 費 11,017 0.0 △26.9 98 10,133

40,410,221 48,354,582 特別地方消費税交付金 0.0 0
基 準 財 政 収 入 額 13,159,578 千円

11 0.0 - 0 農林水産業費 151,281 0.4 12.6 1,341 142,330
歳 出 総 額 Ｂ 38,004,997 47,107,802

自動車取得税交付金

標 準 財 政 規 模 22,322,737 千円
自動車税環境性能割交付金 26,628 0.1 △ 3.7 236 商 工 費 557,474 1.5 35.8 4,941 549,617

歳 入 歳 出 差 引 額
Ｃ 2,405,224 1,246,780

法人事業税交付金 90,639 0.2 90.2 803
財 政 力 指 数 0.821 土 木 費 2,750,966 7.2 △14.0 24,384 1,919,857（　Ａ　－　Ｂ　） 地方特例交付金等 190,700 0.5 36.7 1,690

翌 年 度 へ 繰 り
Ｄ 896,270 450,949 実 質 収 支 比 率 6.8 ％ 地 方 交 付 税 3,899,785 9.7 40.9 34,567 消 防 費 1,176,463 3.1 △7.2 10,428 1,172,640

越 す べ き 財 源 (うち普通交付税） 3,660,938 9.1 44.3 32,450
実 質 公 債 費 比 率 2.5 ％ 238,847 0.6 3.8 2,117 教 育 費 4,119,920 10.9 △18.0 36,519 2,879,892実 質 収 支

Ｅ 1,508,954 795,831
(うち特別交付税）

（　Ｃ　－　Ｄ　） 公 債 費 比 率 5.7 ％
交通安全対策特別交付金 11,225 0.0 △ 3.2 100 災 害 復 旧 費 -

単 年 度 収 支 Ｆ 713,123 117,404
分 担 金 ・ 負 担 金 264,074 0.7 △ 4.6 2,341

公 債 費 負 担 比 率 11.0 公 債 費使 用 料 ・ 手 数 料 457,945 2,802,661 7.4 4.0 24,843 2,802,6611.1 6.5 4,059

積 　　　立 　　　金 Ｇ 560 900
債務負担行為を含む
公 債 費 比 率

5.9 ％ 国 庫 支 出 金 10,681,575 26.4 △ 45.7 94,681 諸 支 出 金
県 支 出 金 2,561,733 6.3 0.1 22,707

前年度繰上充用金将 来 負 担 比 率 - ％ △ 17.2 175
繰 上 償 還 金 Ｈ 0 0

財 産 収 入 19,782 0.1

起 債 制 限 比 率 5.2 ％ 寄 附 金 16,568 0.0

繰 入 金 165,401

6.5 147

合計 38,004,997
2,671

△ 24.2 22,998

100.0 △19.3 336,873 23,097,845
積 立 金 取 崩 し 額 Ｉ 0 0

0.4 30.2 1,466
義 務 的 経 費 比 率 56.9 ％ 繰 越 金 904,717 2.2 81.8 8,019

実 質 単 年 度 収 支
Ｊ 713,683 118,304 一 般 財 源 等 比 率 63.1 ％

％

諸 収 入 301,375 0.8 8.9

（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ） 地 方 債 2,594,518 6.4
実 質 債 務 残 高 比 率 112.5区　　　　　分 職　員　数（人） 平均年齢（歳） 合 計 40,410,221 100.0 △ 16.4 358,193

一 般 行 政 職 538 40.4 ラ ス パ イ レ ス 指 数 99.0 ％ 歳　　　　　　　　出　　　　　　　　内　　　　　　　　訳　（　性　質　別　）

区 分 決算額（千円） 構成比％ 増減率％ 住民１人当たり額（円） 一般財源等（千円） うち経常一般財源等(千円） 経常収支比率％
臨時財政対策債等を除い

た経常収支比率％

教　育　公　務　員 12 45.4 一 般 財 源 等 25,503,069 千円
人 件 費 5,523,917 14.5 0.1 48,963 4,951,773 4,937,395 21.8 23.2

消  防  職  員 地 方 債 現 在 高 24,319,949 千円 （うち職員給） 3,414,314 9.0 △ 0.5 30,264 3,140,508

扶 助 費 13,294,245 35.0 21.6 117,839 3,304,083 3,303,978 14.6 15.6
技　能　労　務　職　員 13 55.3 債 務 負 担 行 為 額 794,660 千円

公 債 費 2,802,661 7.4 4.0 24,843 2,802,661 2,802,661 12.4 13.2

臨  時  職  員 区　　　　　　　　分 決　　算　　額(千円） 構成比 ％ 物 件 費 5,410,072 14.2 △ 1.3 47,954 3,812,314 3,532,275 15.6 16.6

市 町 村 民 税
個　人 7,212,430 46.3 維 持 補 修 費 185,876 0.5 4.4 1,648 174,712 174,636 0.8 0.8

合　　　　　　計 563 40.9 法　人 523,965 3.3 補 助 費 等 4,104,476 10.8 △ 73.0 36,382 3,713,917 2,667,130 11.7 12.6

区　　　　　　　分 決算額等(千円）

公
営
企
業
等
へ
の
繰
出

上水道

(千円）

固 定 資 産 税 5,871,559 37.7
（うち組合分） 2,011,731 5.3 5.3 17,832 2,011,731 1,910,492 8.4 9.0

積   立

基   金

現在高

財政調整基金 4,471,872

845 （うち組合分以外） 2,092,745 5.5 △ 84.3 18,550 1,702,186 756,638 3.3 3.6

軽 自 動 車 税 150,698 1.0
繰 出 金 3,063,985 8.1 8.6 27,159 2,557,743 2,348,068 10.4 11.1

下水道 435,168 投 資 及 び 出 資 金 合　　　計 19,766,143 87.3 93.1

減 債 基 金 0
市 町 村 た ば こ 税 775,723 5.0

貸 付 金 2,934 0.0

537,320 1.4

△ 18.9 26 0 経常一般財源収入（千円） 21,229,565

国民健
康保険 733,435

積 立 金 1363.3 4,763 518,855

内

訳

地 方 税

地 方 譲 与 税

27,296 1,261,787

14,534,375

特 別 土 地 保 有 税
前年度繰 上充 用金 204,805

そ の 他 3,010,664

普 通 建 設 事 業 費 3,079,511 8.1 △ 24.6 利 子 割 交 付 金 11,111
後  期
高  齢

1,188,407 その他の法定普通税
（うち補助） 647,249 1.7 8.1 5,737 27,695 配 当 割 交 付 金 109,465

（うち補助以外） 2,432,262 6.4 △ 30.3 21,559 1,234,092 株式等譲渡所得割交付金 130,129

定額運

用基金

現在高

土地開発基金 0
介  護
保　険

1,142,143

収   益

事   業

収 入 額 0

都 市 計 画 税 1,049,371 6.7
災 害 復 旧 事 業 費 - 地 方 消 費 税 交 付 金 2,182,280

失 業 対 策 事 業 費 ゴ ル フ 場 利用 税交 付金 2,009

合 計 15,583,746 100.0

合計 38,004,997 100.0 △ 19.3 336,873 23,097,845

特別地方消費税交付金

そ の 他 0 その他 0 自 動 車 取 得 税 交 付 金 11

自動車税環境性能割交付金 26,628

合計 3,499,998

法 人 事 業 税 交 付 金 90,639

地 方 特 例 交 付 金 等 186,386

地 方 交 付 税 3,660,938

収 入 比 率 ％ 徴　　収　　率 99.2%

交通安全対策特別交付金 11,225

使 用 料 57,334

財 産 収 入 16,898

そ の 他 5,332

歳 入 歳 出 な ど の
決 算 数 値

財 政 指 標 な ど

職 員 数 な ど

基 金 や

収 益 事 業

市 税 の 内 訳他会計

への

繰出金

歳 入 を 「款」 で

区 分 し た 内 訳

歳 出 を「目 的 別」で

区 分 し た 内 訳

歳 出 を 「性 質 別」 で

区 分 し た 内 訳

左記のうち「人件費・扶助
費・公債費など、毎年常に
支出しなければならない経
費に充てた一般財源」の内

訳
および経常収支比率

「毎年収入される地方税や
地方交付税など比較的自由
になる収入総額」の内訳

決算カードの見方


